
蓄積されつつある。たとえば、経営トップの特性とサステナビリティパフォーマンスの関連をレビュ

ーした Mazutis and Zintel (2015)では、リーダーシップスタイルや経営者の価値観などの特性を検

討するとともに、経営トップのデモグラフィック属性(性別や教育分野、環境部の経験、在職期間など)

とサステナビリティパフォーマンスとの経験的研究を考察している。Mazutis and Zintel (2015)は、

リーダーシップの中で価値や態度、認識、スタイルはサステナビリティ経営やパフォーマンスにプラ

スの影響を示す研究が多いものの、デモグラフィック属性はプラスとマイナスの影響の両方が存在し、

一律な結論には至っていないと示している。 

我が国では本論文の研究対象である企業のサステナビリティ課題への対応ではないが、経営トップ

の特性に関するいくつかの先行研究が試みられている。旭川（2015）では IPOまでの期間を経営トッ

プの特性として年齢や創業者 CEOの有無との関連で分析し、経営トップの年齢にプラスの影響を示し

ている。綾高・小久保(2019)では、CEOのキャリアと企業パフォーマンスの関係を検証したところ CEO

の就任年齢が若く、また入社後早期に CEOに就任するほど株式時価総額に正の効果を示した結果が得

られている。これらの研究から経営トップ特性の「在職期間」や「年齢」と財務パフォーマンスとの

関連が明らかにされている。しかしながら、我が国の経営トップ特性とサステナビリティとの直接的

な検証を行った研究は存在しない。したがって、海外研究とは異なり、我が国の文脈による経営者資

質はサステナビリティ課題対応に関連があるかどうかを検証する必要がある。そこで本論文ではサス

テナビリティ課題対応へのイニシアティブを高める経営トップの特性を解明することを目的とする。

本論文による結果はサステナビリティ経営の推進につながる経営トップの資質への示唆につながると

考える。 

 

22．．先先行行研研究究  

  従来研究では組織レベルでのサステナビリティパフォーマンスとの関連を検証する研究が多く存

在していた(Barnett and Salomon, 2012; Awaysheh et al., 2020)。しかしながら、サステナビリテ

ィ課題への対応は長期的で不確実な事象であることから、経営トップのイニシアティブの重要性が指

摘されている（Percy, 2000; Davidson et al, 2019）。本節では経営トップの特性とサステナビリテ

ィ課題への対応の研究を概観する。次に、我が国における経営トップとサステナビリティ課題に関連

した研究を取りあげ本論文の分析視角を提示する。 

 Carpenter et al.（2004)は、アッパーエシュロン理論iiのパースペクティブから経営者の価値観や

認識よりも、CEO の特性に性別や在職期間や教育、経験などを統合することにより、企業パフォーマ

ンスに関連する見解を示している。サステナビリティと経営トップの特性に関するレビューを実施し

た Mazutis and Zintel (2015)によると、経営トップの「在職期間」は、サステナビリティパフォー

マンスにプラスの影響を示す研究とマイナスの影響を示す研究の双方を示している。その理由は、在

職期間が長期の CEOは複雑な組織対応の調整が可能となるためサステナビリティに対応する見解もあ

れば、在職期間の短い新しい CEOの方が組織のしがらみにとらわれないで、サステナビリティに積極

経営トップの特性とサステナビリティ経営 

 

経営学部経営学科  中 尾 悠 利 子 

 

11．．ははじじめめにに  

2018 年 1 月、世界最大資産運用会社ブラックロックの会長兼最高経営責任者（CEO）ラリー・フィ

ンク氏は、次の書簡を世界の CEOに送付した。 

 

上場、非上場を問わず、企業には社会的な責務を果たすことが求められています。企業が継続的

に発展していくためには、すべての企業は、優れた業績のみならず、社会にいかに貢献していく

かを示さなければなりません。企業が株主、従業員、顧客、地域社会を含め、すべてのステーク

ホルダーに恩恵をもたらす存在であることが、社会からの要請として高まっているのです。 

 

この書簡が意味するところは、いかに環境課題や社会課題と言われるサステナビリティを事業の中

核に据えることが問われている。その中でも企業の CEO(Chief Executive Officer)、いわゆる経営ト

ップは企業戦略の策定に大きく関与している。そのためサステナビリティ経営をどこまで進めるかは

企業の意思決定を担う経営トップの役割が大きい（Percy, 2000; Quazi, 2003; Pedersen, 2010；

Mazutis and Zintel, 2015；Davidson et al, 2019）。 

それでは経営トップの違いによってサステナビリティ経営へのパフォーマンスに違いは見られる

のか。たとえば、世界の CEOを対象に、その違いを示したランキングが存在する。Harvard Business 

Review（HBR）は毎年、CEOの在任期間中の株主総利回り（TSR）および時価総額の増加に基づき「世界

で最もパフォーマンスの良い CEO100」を選出している。なお、HBRは財務パフォーマンスの要素に加

えて 2015年のランキングから新たにサステナビリティスコアiを同ランキングの要素に 3割程度加味

している。 

2019年の同ランキングによると我が国を代表する CEOが 6人ランクインしている。財務ランキング

ではファーストリテイリングの柳井正氏が 7 位、日本電産の永守重信氏が 16 位と比較的上位に位置

づけられている。しかし、サステナビリティ経営の取り組みが考慮されたサステナビリティスコアを

含めた総合ランキングでは、日本電産の永守重信氏は 43 位にファーストリテイリングの柳井正氏は

54位に大きく後退している。他方、花王の澤田道隆氏は財務ランキングでは 177位であるが、サステ

ナビリティスコアが考慮されたことにより総合ランキングは 36 位に前進している。このランキング

結果から言えることは、同じ日本企業の CEOであったとしても各人のサステナビリティ経営への姿勢

が異なるため、サステナビリティパフォーマンスに違いが見られる。つまり、サステナビリティへの

姿勢やそのパフォーマンスには経営トップの特性の違いが考えられる。 

海外文献では経営トップの特性によるサステナビリティパフォーマンスの違いを検証した研究が
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よりも付加価値額が高く、新たな価値創造を生む資質があると示唆している。サステナビリティ課題

への対応は、短期的に収益を高める取り組みではなく、様々な要因が関連し、長期的な価値創出を高

めると指摘している。つまり、経営トップによる理系の資質は、長期視野で取り組むサステナビリテ

ィ課題への意志決定に及ぼす可能性が考えられる。 

加えて本論文では、経営トップのサステナビリティイニシアティブを検討するため、経営トップ自

らのコミットメントにより、持続可能な成長を実現するための世界的な枠組み作りに参加しているか

どうか国連グローバル・コンパクト（UN Global Compact）iv署名に着目する。UNGC署名経営トップに

関して、たとえば、Lacy et al.（2012）は、アクセンチュアと国連グローバル・コンパクトが、766

名の CEOを対象に、オンライン調査を実施している。その結果、それら経営トップは、サステナビリ

ティ経営は戦略的重要性を増しており、長期的な成功に不可欠であるとの見解を示している。また、

UNGC の取り組み自体を対象とした研究では、UNGC 署名自体は企業に対して安易に行うことが課題で

あり、国連の定めたサステナビリティに対して、企業は応答できていないとの指摘を挙げている

（Arevalo and Fallon, 2014;Voegtlin and Pless, 2018）。これらの研究結果から分かることは、

UNGC署名の経営トップの特性として、サステナビリティへの意識は高いことが分かる。しかし、これ

らの研究からは UNGC 署名経営トップとそのサステナビリティ課題への姿勢やそのパフォーマンスと

の関連は検証されていない。 

以上により、経営トップの特性はサステナビリティに関連することを確認した。しかしながら、我

が国の経営トップの特性とサステナビリティへの姿勢を直接的に検証された研究は存在しない。そこ

で、本論文ではこれらの先行研究を踏まえ、我が国の経営トップを対象とし、我が国の経営トップの

特性として、教育的文脈に即した「教育分野」や「在職期間」、「UNGC署名有無」とサステナビリティ

との関連を解明する。 

  

33．．経経営営トトッッププのの特特性性  

経営トップの特性は次の 3つを採用する。第 1に、先行研究(Huang, 2013; Lewis et al, 2014)

に則り、経営トップの「在職期間」を取りあげ、対象とする年に在職して何年目になるのかをもと

に、1年～4年、5年～8年、9年以上の 3つに区分vした。第 2に、先行研究にあげられた出身学部

の違いとして、我が国の文脈に即した「文系学部・理系学部出身者の違い」viを採用する。第 3に本

論文では経営トップの特性の違いによるサステナビリティイニシアティブを検討するため、国連への

サステナビリティ経営へのコミットメントとして経営トップ自ら国連グローバル・コンパクト（UN 

Global Compact）に署名するトップviiをひとつの特性とする。表 1に、これらの経営トップの特性別

の記述統計量を示している。 

的になるとの考察もあるためである。しかしながら、Chen(2019)の研究では、CEO の在職期間が短い

ほどサステナビリティパフォーマンスが有意に高い分析結果を示している。Chen(2019)の見解では、

キャリア懸念としてのシグナグリング解釈を用いて CEOは早期にサステナビリティ取り組むことで、

CEO の離職率を軽減できる効果を示唆している。つまり、経営トップの在職期間とサステナビリティ

に関しては、経営トップの組織調整能力やキャリア懸念など経営トップの資質とも関連していること

が窺える。 

経営トップの教育分野との関連では、Manner (2010)、Huang(2013)や Lewis et al. (2014) があげ

られる。Manner (2010)の分析では、人文科学の学士号の CEOは、サステナビリティパフォーマンスに

プラスの影響を示したが、経済学の学士号では、逆にマイナスの影響を示した。Huang(2013)は、経営

トップの特性として、平均年齢、国籍、性別(男性、女性)、経営者の学歴では、経営学修士と理学修

士を採用し、米国におけるサステナビリティ格付けとの関連を検証している。この結果、継続してサ

ステナビリティ格付けにランクインされる経営トップへの影響は、経営学修士および理学修士の変数

が最も有意な関係であると示している。Lewis et al. (2014) は、米国企業の CEOを対象とし、経営

トップの特性と自発的環境情報開示との関連性を検証している。教育分野には、経営学修士の学位、

法律の学位といった教育特性を採用している。分析結果は、自発的環境情報開示により積極的な CEO

は、新しく就任した CEOと経営学修士を取得している CEOであることが示された。 

これらの研究から、諸外国の文献においては、海外におけるサステナビリティパフォーマンスと経

営トップの特性に在職期間の長短や経営学修士や人文科学、法学などの出身学部との関連が示されて

いる。しかしながら、我が国で経営トップの出身学部や在職期間と、サステナビリティパフォーマン

スとの関連を分析した研究はまだ存在していない。 

我が国の研究では経営トップの特性ではないが、中尾(2018)ではサステナビリティ報告書の経営ト

ップメッセージiiiを対象とし、経営トップの言葉の使用傾向と環境・社会パフォーマンスとの関連を

検証している。中尾(2018)は環境・社会パフォーマンスの悪い企業は、経営トップメッセージの言葉

において曖昧な言葉を環境・社会パフォーマンスの良いパフォーマンスと比べて使用する傾向がある

ことを示した。この研究から経営トップメッセージという経営トップのサステナビリティ課題への姿

勢と企業の環境・社会パフォーマンスとの関連が明らかにされている。また、我が国の経営トップの

特性とサステナビリティ対応との関連ではないが、先に述べた旭川（2015）や綾高・小久保(2019)が

年齢や創業有無、CEO 就任までの在職期間での分析が行われている。しかしながら、海外文献で挙げ

られている教育分野と経営トップとの関連は示されていない。 

我が国では高等教育の進学時点での教育分野が相対的に重視され、大きく文系・理系に分かれる大

学進学がターニングポイントと言われている（小倉、2012；岡本、2020）。このような文系理系の違い

に関して、浦坂(2014)は文系出身者と理系出身者との所得の違いを分析している。彼女の結果による

と、若年期では文系出身者の方が年収は良いものの、40歳以降では理系出身者の方が、文系出身者よ

りも所得が高いことが示された。これらの傾向から浦坂(2014)では、理系出身者の方が、文系出身者
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よりも付加価値額が高く、新たな価値創造を生む資質があると示唆している。サステナビリティ課題
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加えて本論文では、経営トップのサステナビリティイニシアティブを検討するため、経営トップ自

らのコミットメントにより、持続可能な成長を実現するための世界的な枠組み作りに参加しているか
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55．．経経営営トトッッププのの特特性性ととササスステテナナビビリリテティィ姿姿勢勢のの分分析析結結果果  

第 1の分析である経営トップの特性の違いとサステナビリティ姿勢である経営トップメッセージの

表2「成長」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.83 61.04% 61.04%
2 0.73 24.27% 85.31%
3 0.44 14.69% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
成長 0.634 0.019 -0.773
企業価値 0.542 -0.724 0.427
顧客 0.551 0.690 0.469

表3　「私」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.52 50.61% 50.61%
2 0.82 27.46% 78.08%
3 0.66 21.92% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
私 0.580 0.563 0.588
未来 0.627 0.152 -0.764
変革 0.520 -0.812 0.265

表4　「自ら」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.46 48.77% 48.77%
2 0.87 28.89% 77.66%
3 0.67 22.34% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
自ら 0.562 0.636 0.529
志 0.644 0.065 -0.762
チャレンジ 0.519 -0.769 0.373

表5　「CSR」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.50 37.43% 37.43%
2 0.96 23.92% 61.34%
3 0.85 21.33% 82.67%

主成分1 主成分2 主成分3
CSR 0.470 0.684 0.187
エネルギー 0.469 -0.360 0.774
ダイバーシティ 0.572 0.230 -0.433
経営理念 0.481 -0.591 -0.423

表6　「ステークホルダー」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.55 51.67% 51.67%
2 0.91 30.31% 81.97%
3 0.54 18.03% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
ステークホルダー 0.674 0.024 -0.738
信頼 0.544 0.659 0.519
対話 0.499 -0.752 0.432

表7　「従業員」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.78 44.60% 44.60%
2 0.87 21.70% 66.30%
3 0.70 17.48% 83.77%

主成分1 主成分2 主成分3
従業員 0.507 -0.519 0.107
精神 0.481 0.548 -0.664
人財 0.493 0.474 0.720
取引先 0.518 -0.453 -0.173

表8　「思い」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.41 47.02% 47.02%
2 0.93 30.88% 77.90%
3 0.66 22.10% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
思い 0.661 0.196 -0.724
我々 0.400 -0.909 0.119
自分 0.635 0.369 0.679

表9　「担う」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.27 42.40% 42.40%
2 0.93 30.87% 73.27%
3 0.80 26.73% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
品質 0.462 -0.887 0.019
安心 0.625 0.341 0.702
担う 0.629 0.313 -0.712

表10　「ガバナンス」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.61 53.71% 53.71%
2 0.73 24.26% 77.96%
3 0.66 22.04% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
ガバナンス 0.597 0.041 -0.801
イノベーション 0.569 0.682 0.459
ESG 0.565 -0.730 0.384

表11　「社会貢献」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.36 45.22% 45.22%
2 0.88 29.41% 74.63%
3 0.76 25.37% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
社会貢献 0.536 -0.749 0.389
倫理 0.633 0.051 -0.772
教育 0.559 0.660 0.502

表12　「地球温暖化」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.43 47.73% 47.73%
2 0.91 30.33% 78.06%
3 0.66 21.94% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
地球温暖化 0.416 -0.909 0.031
環境経営 0.640 0.317 0.700
生物多様性 0.646 0.272 -0.713

表13　「労働」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.55 51.65% 51.65%
2 0.88 29.26% 80.91%
3 0.57 19.09% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
労働 0.607 0.470 0.641
人権 0.655 0.160 -0.738
サステナビリティ 0.450 -0.868 0.211

表 1 経営の特性に関する記述統計量  

  

44．．経経営営トトッッププメメッッセセーージジののテテキキスストト分分析析  

サステナビリティ報告書の経営トップメッセージを対象に、言語分析ソフトのテキストマイニン

グを用いた分析について説明を加える。テキストマイニングとは自然言語であるテキストを構造化デ

ータとして扱え、統計分析が可能である。本論文では学術研究で採用されている IBM SPSS Text 

Analytics for Surveys 4.0（以下、TAFS）のソフトviiiを採用した。 

対象企業は、サステナビリティ報告書に掲載されている経営トップメッセージのテキストを分析

する。そのため、サステナビリティ報告書を発行している企業を対象とし、その発行を規定する要因

として挙げられている企業規模の大きい企業(Brammer and Millington, 2006; Gallo and 

Christensen, 2011; Schreck and Raithel, 2018)として売上高上位100社のうち、2008年から2018年

まで継続してサステナビリティ報告書を発行している54社を対象とした。 

経営トップメッセージのテキスト分析の手順は図2の通りである。はじめに、図2のstep2から

step4にてTAFSによりテキスト処理を行い、1文に言及される用語を企業別に集計した。その集計頻度

が100以上の用語を選定した。その次に類似度によりグループ分けを行うクラスター分析ixを行っ

た。これらのクラスター分析によって、類似度が近い用語を主成分分析によって算出した得点を使用

する。 

図1 サステナビリティ報告書の経営トップメッセージの分析プロセス 

 

表2～表13のクラスターグループ各々の主成分分析結果を示す。表2～表13の通り、第1および第2

主成分の累積寄与率が約70％に達しているため、第1主成分および第2主成分で各グループの特徴が説

明できる。そこで、各企業の主成分1の得点と主成分1の寄与率および主成分2の得点と主成分2の寄与

率を合計した値を各企業の主成分得点とした。それらの得点をグループ化とし、それらを本論文にお

ける経営トップのサステナビリティへ姿勢と捉え、経営トップの特性に違いがあるかを平均値の差の

検定により分析した。 

文系 理系 合計
310 284 594

在職期間1年～4年 在職期間5年～8年 在職期間9年以上
341 149 104 594

UNGC署名企業 UNGC署名なし企業
152 442 594
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自分 0.635 0.369 0.679

表9　「担う」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.27 42.40% 42.40%
2 0.93 30.87% 73.27%
3 0.80 26.73% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
品質 0.462 -0.887 0.019
安心 0.625 0.341 0.702
担う 0.629 0.313 -0.712

表10　「ガバナンス」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.61 53.71% 53.71%
2 0.73 24.26% 77.96%
3 0.66 22.04% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
ガバナンス 0.597 0.041 -0.801
イノベーション 0.569 0.682 0.459
ESG 0.565 -0.730 0.384

表11　「社会貢献」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.36 45.22% 45.22%
2 0.88 29.41% 74.63%
3 0.76 25.37% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
社会貢献 0.536 -0.749 0.389
倫理 0.633 0.051 -0.772
教育 0.559 0.660 0.502

表12　「地球温暖化」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.43 47.73% 47.73%
2 0.91 30.33% 78.06%
3 0.66 21.94% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
地球温暖化 0.416 -0.909 0.031
環境経営 0.640 0.317 0.700
生物多様性 0.646 0.272 -0.713

表13　「労働」関連用語の主成分分析結果
主成分 No. 固有値 寄与率(%) 累積(%)

1 1.55 51.65% 51.65%
2 0.88 29.26% 80.91%
3 0.57 19.09% 100.00%

主成分1 主成分2 主成分3
労働 0.607 0.470 0.641
人権 0.655 0.160 -0.738
サステナビリティ 0.450 -0.868 0.211

表 1 経営の特性に関する記述統計量  

  

44．．経経営営トトッッププメメッッセセーージジののテテキキスストト分分析析  

サステナビリティ報告書の経営トップメッセージを対象に、言語分析ソフトのテキストマイニン

グを用いた分析について説明を加える。テキストマイニングとは自然言語であるテキストを構造化デ

ータとして扱え、統計分析が可能である。本論文では学術研究で採用されている IBM SPSS Text 

Analytics for Surveys 4.0（以下、TAFS）のソフトviiiを採用した。 

対象企業は、サステナビリティ報告書に掲載されている経営トップメッセージのテキストを分析

する。そのため、サステナビリティ報告書を発行している企業を対象とし、その発行を規定する要因

として挙げられている企業規模の大きい企業(Brammer and Millington, 2006; Gallo and 

Christensen, 2011; Schreck and Raithel, 2018)として売上高上位100社のうち、2008年から2018年

まで継続してサステナビリティ報告書を発行している54社を対象とした。 

経営トップメッセージのテキスト分析の手順は図2の通りである。はじめに、図2のstep2から

step4にてTAFSによりテキスト処理を行い、1文に言及される用語を企業別に集計した。その集計頻度

が100以上の用語を選定した。その次に類似度によりグループ分けを行うクラスター分析ixを行っ

た。これらのクラスター分析によって、類似度が近い用語を主成分分析によって算出した得点を使用

する。 

図1 サステナビリティ報告書の経営トップメッセージの分析プロセス 

 

表2～表13のクラスターグループ各々の主成分分析結果を示す。表2～表13の通り、第1および第2

主成分の累積寄与率が約70％に達しているため、第1主成分および第2主成分で各グループの特徴が説

明できる。そこで、各企業の主成分1の得点と主成分1の寄与率および主成分2の得点と主成分2の寄与

率を合計した値を各企業の主成分得点とした。それらの得点をグループ化とし、それらを本論文にお

ける経営トップのサステナビリティへ姿勢と捉え、経営トップの特性に違いがあるかを平均値の差の

検定により分析した。 

文系 理系 合計
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在職期間1年～4年 在職期間5年～8年 在職期間9年以上
341 149 104 594

UNGC署名企業 UNGC署名なし企業
152 442 594
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見られることは、環境課題に対しての積極的な姿勢が窺える。 

他方、在職期間 9年以上と長期の経営トップとそれ以外の経営トップによる違いは、「サステナビ

リティ、エネルギー、ダイバーシティ、経営理念」が 5％水準で「品質、安心、担う」および、「地球

温暖化、環境経営、生物多様性」が 1％水準で、長期在職期間の経営トップは在職期間の短い経営ト

ップよりも、それらの用語を使用しない傾向が示された。他方で、「従業員、精神、人財、取引先」

の用語は在職期間の短い経営トップよりも長期在職期間の経営トップがよりそれらの用語を使用する

傾向が示された。加えて、在職期間の長い経営トップは、「サステナビリティ」、「品質」、「地球

温暖化」などの用語を使用しない傾向が示された。つまり、在職期間の長い経営トップは、直接的な

環境・社会課題の用語は使用せず、短期の在職期間の経営トップは異なる独自のサステナビリティへ

の考え方を持っているものと推察される。 

表 14の一番右列の UNGCへの署名有無の経営トップに関しては、UNGC署名の経営トップは、「成長、

企業価値、顧客」および「ガバナンス、イノベーション、ESG」の用語に関して、UNGC署名していない

経営トップと比較してこれらの用語を使用していない傾向が示されている。他方で、UNGC署名の経営

トップは「地球温暖化、環境経営、生物多様性」や「労働、人権、サステナビリティ」の用語に関し

て、署名していない経営トップよりも多く使用する傾向が示された。UNGC署名経営トップは、国連へ

の自社のサステナビリティ経営へのコミットを示すことから、地球温暖化やサステナビリティなど、

環境・社会課題を重視していることが分かる。他方で、国連への自社のサステナビリティをコミット

していない経営トップは、UNGC署名経営トップよりも企業価値などの用語を使用し、成長重視してい

る姿勢が言葉の使用傾向から窺える。 

本節の分析結果より、教育分野や国連 GCへの署名、在職期間の長短など、経営トップの特性の違い

がサステナビリティへの姿勢にも影響していることが推察される。 

  

66．．結結論論  

 本論文では我が国の企業を対象とし、経営トップの特性がサステナビリティの姿勢やパフォーマン

スに関連しているのかを検討した。本研究は以下の点で既存研究への貢献に値する。第 1に、海外研

究の教育分野の代理変数とは異なり、わが国の教育分野の特徴である「文理」の違いを採用し、研究

開発や技術部門などの「理系」出身の資質が、経営トップのサステナビリティ経営への姿勢に関わる

点を示した。第 2に、UNGCが求める取り組みと実際の企業の取り組みに隔たりの存在を指摘されて

いるが（Sethi and Schepers, 2014）、本研究からは、UNGC署名の経営トップは、内実ともに経営ト

ップのイニシアティブを発揮し、国際的な社会規範への経営トップの積極的な関わりが示唆された。

第 3に、経営トップの特性とサステナビリティへの姿勢を経営トップメッセージのテキスト分析から

検討を行い、企業のサステナビリティ経営を検討する上での新しい視点を提示した。 

ESG（環境・社会・ガバナンス）投資の増大も背景に、企業価値向上をする上でもサステナビリテ

ィ経営が重視される中、本論文では次の実践的なインプリケーションを提示する。経営トップの特性

クラスターグループの平均値の差の検定を行った。表 14にその分析結果を示す。 

 

表 14 経営トップの特性とサステナビリティ姿勢の分析結果 

 

表 14の文系および理系の違いでは、「従業員、精神、人財、取引先」が文系の多く使用する傾向に

１％水準で有意な結果が示された。「地球温暖化、環境経営、生物多様性」および「労働、人権、サ

ステナビリティ」の用語グループに関しては理系が１％水準ならびに５％水準でそれらの用語を多く

使用する有意な結果が示された。文系出身の経営トップは、「精神」などやや主観的な言葉を使用す

る傾向があり、理系出身の経営トップは「地球温暖化」や「労働」など明確に環境・社会課題と分か

る用語を使用する傾向が示された。文系出身と理系出身の経営トップで、サステナビリティ課題への

認識や用語の使用傾向に違いが示された。 

次に、在職期間の短い経営トップとそれ以外の経営トップによる違いは、「私、未来、変革」およ

び「地球温暖化、環境経営、生物多様性」が 1％水準で、また、「思い、我々、自分」および、「品質、

安心、担う」が 5％水準で有意な結果が示された。「私」や「未来」などの強い用語が、また「思い」

や「安心」などのやや主観的な言葉も使用され、就任したての経営トップの思いが語られていると推

察される。環境課題の明示的な言葉である「地球温暖化」の用語も在職期間が短い経営トップに多く

0 1 0 1 0 1 0 1
N 310 284 253 341 490 104 442 152

成長、企業価値、顧客 -0.01 0.01 -0.02 0.01 0.00 0.02 0.03 -0.09*

私、未来、変革 0.01 -0.01 -0.09 0.06** 0.02 -0.11 0.01 -0.03

自ら、志、チャレンジ 0.04 -0.05 0.04 -0.03 -0.02 0.08 0.02 -0.06

CSR、エネルギー、ダイバーシティ、
経営理念

0.01 -0.01 -0.03 0.02 0.02 -0.09* 0.01 -0.02

ステークホルダー、信頼、対話 -0.04 0.05 -0.06 0.04 0.01 -0.04 0.02 -0.05

従業員、精神、人財、取引先 0.07 -0.07** 0.02 -0.02 -0.03 0.16** 0.02 -0.05

思い、我々、自分 -0.02 0.02 -0.07 0.05* 0.01 -0.06 0.00 -0.01

品質、安心、担う -0.03 0.04 -0.06 0.05* 0.02* -0.12** 0.01 -0.03

ガバナンス、イノベーション、ESG -0.05 0.05 -0.03 0.02 0.02 -0.09 0.03 -0.1*

社会貢献、倫理、教育 -0.01 0.01 0.01 -0.01 0.00 0.01 0.01 -0.04

地球温暖化、環境経営、生物多様性 -0.09 0.09** -0.10 0.07** 0.03 -0.15** -0.05 0.15*

労働、人権、サステナビリティ -0.06 0.06* -0.03 0.02 0.01 -0.07 -0.05 0.15**

**は1％水準、**は5%水準で有意であることを意味する（いずれも両側検定）。

文文00、、理理11 在在職職期期間間44年年以以内内 在在職職期期間間99年年以以上上 UUNNGGCC署署名名
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見られることは、環境課題に対しての積極的な姿勢が窺える。 

他方、在職期間 9年以上と長期の経営トップとそれ以外の経営トップによる違いは、「サステナビ

リティ、エネルギー、ダイバーシティ、経営理念」が 5％水準で「品質、安心、担う」および、「地球

温暖化、環境経営、生物多様性」が 1％水準で、長期在職期間の経営トップは在職期間の短い経営ト

ップよりも、それらの用語を使用しない傾向が示された。他方で、「従業員、精神、人財、取引先」

の用語は在職期間の短い経営トップよりも長期在職期間の経営トップがよりそれらの用語を使用する

傾向が示された。加えて、在職期間の長い経営トップは、「サステナビリティ」、「品質」、「地球

温暖化」などの用語を使用しない傾向が示された。つまり、在職期間の長い経営トップは、直接的な

環境・社会課題の用語は使用せず、短期の在職期間の経営トップは異なる独自のサステナビリティへ

の考え方を持っているものと推察される。 

表 14の一番右列の UNGCへの署名有無の経営トップに関しては、UNGC署名の経営トップは、「成長、

企業価値、顧客」および「ガバナンス、イノベーション、ESG」の用語に関して、UNGC署名していない

経営トップと比較してこれらの用語を使用していない傾向が示されている。他方で、UNGC署名の経営

トップは「地球温暖化、環境経営、生物多様性」や「労働、人権、サステナビリティ」の用語に関し

て、署名していない経営トップよりも多く使用する傾向が示された。UNGC署名経営トップは、国連へ

の自社のサステナビリティ経営へのコミットを示すことから、地球温暖化やサステナビリティなど、

環境・社会課題を重視していることが分かる。他方で、国連への自社のサステナビリティをコミット

していない経営トップは、UNGC署名経営トップよりも企業価値などの用語を使用し、成長重視してい

る姿勢が言葉の使用傾向から窺える。 

本節の分析結果より、教育分野や国連 GCへの署名、在職期間の長短など、経営トップの特性の違い

がサステナビリティへの姿勢にも影響していることが推察される。 

  

66．．結結論論  

 本論文では我が国の企業を対象とし、経営トップの特性がサステナビリティの姿勢やパフォーマン

スに関連しているのかを検討した。本研究は以下の点で既存研究への貢献に値する。第 1に、海外研

究の教育分野の代理変数とは異なり、わが国の教育分野の特徴である「文理」の違いを採用し、研究

開発や技術部門などの「理系」出身の資質が、経営トップのサステナビリティ経営への姿勢に関わる

点を示した。第 2に、UNGCが求める取り組みと実際の企業の取り組みに隔たりの存在を指摘されて

いるが（Sethi and Schepers, 2014）、本研究からは、UNGC署名の経営トップは、内実ともに経営ト

ップのイニシアティブを発揮し、国際的な社会規範への経営トップの積極的な関わりが示唆された。

第 3に、経営トップの特性とサステナビリティへの姿勢を経営トップメッセージのテキスト分析から

検討を行い、企業のサステナビリティ経営を検討する上での新しい視点を提示した。 

ESG（環境・社会・ガバナンス）投資の増大も背景に、企業価値向上をする上でもサステナビリテ

ィ経営が重視される中、本論文では次の実践的なインプリケーションを提示する。経営トップの特性

クラスターグループの平均値の差の検定を行った。表 14にその分析結果を示す。 

 

表 14 経営トップの特性とサステナビリティ姿勢の分析結果 

 

表 14の文系および理系の違いでは、「従業員、精神、人財、取引先」が文系の多く使用する傾向に

１％水準で有意な結果が示された。「地球温暖化、環境経営、生物多様性」および「労働、人権、サ

ステナビリティ」の用語グループに関しては理系が１％水準ならびに５％水準でそれらの用語を多く

使用する有意な結果が示された。文系出身の経営トップは、「精神」などやや主観的な言葉を使用す

る傾向があり、理系出身の経営トップは「地球温暖化」や「労働」など明確に環境・社会課題と分か

る用語を使用する傾向が示された。文系出身と理系出身の経営トップで、サステナビリティ課題への

認識や用語の使用傾向に違いが示された。 

次に、在職期間の短い経営トップとそれ以外の経営トップによる違いは、「私、未来、変革」およ

び「地球温暖化、環境経営、生物多様性」が 1％水準で、また、「思い、我々、自分」および、「品質、

安心、担う」が 5％水準で有意な結果が示された。「私」や「未来」などの強い用語が、また「思い」

や「安心」などのやや主観的な言葉も使用され、就任したての経営トップの思いが語られていると推

察される。環境課題の明示的な言葉である「地球温暖化」の用語も在職期間が短い経営トップに多く
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の違いがサステナビリティの姿勢に影響を及ぼす本論文の分析結果は、我が国企業の経営トップのマ

ネジメント能力を高める施策の重要性が指摘できる。たとえば、齋藤・澤(2021)がここ 30年の日本

企業の経営トップのキャリアパスを調査したところ、直近では役員としてトップマネジメントを経験

する期間が短く、これが低業績要因のひとつの課題と挙げている。齋藤・澤(2021)の指摘を踏まえ、

本論文の主題と照らし合わせて検討すると、トップマネジメントにおけるキャリアパスの段階で、企

業の長期的価値を見据えたサステナビリティ課題認識を醸成するマネジメント教育の必要性が示唆で

きよう。経営トップの特性から経営者のマネジメント資質の重要性を明示した本研究は、我が国企業

のサステナビリティ経営を促進する上での貢献と言える。 

  

付記 本論文は中尾悠利子・奥田真也・喜田昌樹「経営トップの特性とサステナビリティ経営」『公立鳥取環境大学経営学部 ディス

カッションペーパー』No. 2021-01．を加筆修正したものである。また，公立鳥取環境大学特別研究費の助成を受けたものである。 
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日本で働く外国人労働者 

－福岡県の外国人介護職員に焦点を当てて－ 

 

経営学部経営学科  佐 藤 彩 子 

11..  ははじじめめにに  

本研究では、日本で暮らす外国人の動向を既存統計を用いて分析した上で、福岡県を対象に介護サ

ービス産業の外国人労働者の受入事業所の特徴や就業実態を、独自に収集した統計資料と外国人向け

介護職員初任者研修(以下、初任者研修)機関へのインタビュー等に基づき解明する。 

日本では高齢者急増に伴い高まる介護サービス需要に対し、従業者不足1)の解消が課題である。こ

れまで介護サービス産業で就業する外国人労働者を対象にした地理学的研究として、加茂(2019；2020)

がある。加茂(2019)はEPA(Economic Partnership Agreement、経済連携協定2))に基づく外国人介護職

員の受入施設の全国的な分布を検討しているが、都道府県より小さなスケールでの受入分布を詳細に

検討しているわけではない。他方、加茂(2020)は実態調査から愛知県名古屋地域の介護サービス企業

47法人中、EPA(経済連携協定)外国人受入法人は9、これ以外の理由で日本に長期滞在する在留外国人

受入法人は41であることを解明したが、後者の就業実態は明らかにされていない。 

 介護サービス産業における外国人労働者の制度的受入は、①2008年度のEPA(経済連携協定)創設、②

2017年の介護福祉士資格を取得した留学生への在留資格「介護」の創設、③2017年の技能実習制度対

象職種への介護の追加、④2019年の改正入管法施行に伴う「特定技能」の創設の4つに基づく。これら

のうち、既存研究の大半はEPA(経済連携協定)外国人を対象とし、(a)受入状況に関する研究(小川ら

(2010)等)、(b)国家試験対策に関する研究(小原ら(2012)等)、(c)就労実態に関する研究(奥島(2010)

等)に区分できる。他方、これら制度的受入とは別の理由で来日し日本に長期滞在する在日フィリピン

人の介護サービス労働参入を検討した研究として、高畑(2009；2010)がある。これらの研究では2004

年の改正労働者派遣法による介護分野への派遣労働解禁に伴い、多くの人材派遣会社が外国人向け初

任者研修を実施し2008年時点で全国に約2,000人の研修修了者が存在すると推測されているが、研修

修了後の就職プロセスや就業実態は解明されていない。 

 日本では高まる介護サービス需要に対応できるだけの労働力確保が求められているが、地方圏の介

護サービス産業では人口減により不足する労働力を日本人だけで補完することは難しく、これらの不

足を国際人口移動によって補完せざるを得ない。地理学における労働市場研究の基本的な視点は特定

地域の労働力がいかなる空間的範囲から集まってくるのかに向けられ(中澤2001：19)、この視点は労

働力不足が深刻な介護サービス産業においても重要である。特に、上記の制度的受入とは別の理由で

来日し日本に滞在する就労制限のない外国人の多くは日本での家族形成を通じた定住者であり、一定

の人口規模を有することから彼らの労働力不足緩和への貢献可能性は高いと考えられる。ただ後述す

るように、彼らは上記の制度的受入とは異なり在留資格に紐づいた公的機関から就業支援を受けるわ

けではないため、その就職プロセスや就業実態は解明されていないのが現状である。 

 本稿の構成は、以下の通りである。2で日本で暮らす外国人の動向を分析し、3で介護サービス産業

で進む外国人労働者の制度的受入の内容を検討し、このうち、福岡県を対象にEPA外国人と技能実習生

[27] Quazi, A. M. “Identifying the Determinants of Corporate Managers’ Perceived Social Obligations.” 

Management Decision 41(9): 822–831. 2003.  
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i これらのサステナビリティ指標スコアは、ESG データを提供している Sustainalytics 及びサステナビリティ Hub のデータを採用している

（Harvard Business Review, 2019）。 
ii アッパーエシュロン理論とは、その理論を最初に提唱した Hambrick and Mason（1984）によると、経営トップの経験、価値観、人格が、企業経

営に直面する意思決定に影響を与える解釈と示している。 
iii サステナビリティ報告書の経営トップメッセージとは、サステナビリティ報告書のグローバルスタンダードである GRI(2016)によると「組織の最高

意思決定者の声明には・・・短期的、中期的おいて、長期的な全般的ビジョンと戦略が示される。特に、組織が与えるプラスまたはマイナスの著

しい経済、環境、社会影響や、他者(たとえばサプライヤー、地域コミュニティの人々や組織など)との関係性に、組織の活動のために生じるかも

しれない影響のマネジメントについて記述すべきである・・・。」(p. 24)と示している。つまり、このトップメッセージは、サステナビリティ経営に対す

る経営トップにおけるサステナビリティ活動の具体的言及を求めている。 
iv 国連グルーバル・コンパクト（UNGC）とは、国連による企業を中心とした、持続可能な社会のための責任あるイニシアティブとして、2000年に

ニューヨーク本部にて発足した。2021 年現在、世界約 10,000 の企業が署名し、「人権」・「労働」・「環境」・「腐敗防止」の 4 分野・10原則を軸とし

たサステナビリティ活動を企業に求めている。 
v 株主総会における取締役の任期である 2 年を参考に、4 年、8 年、9 年以上としている。 
vi 経営トップの文理の区分は、当該企業の情報開示媒体やプレジデントオンラインなどの雑誌インタビューからの経歴をもとに情報収集した。 
vii 同一企業では、UNGC 署名時（署名した年）の経営トップを採用している。 
viii 本論文で採用している TAFS のテキストマイニングは、同じような意味の言葉をカテゴリに分類することができる。例えば、「社会貢献」のカテ

ゴリであれば、その中に含まれる言葉は「社会貢献」、「社会貢献すること」、「社会貢献活動」を取り入れることが可能となる。またこれらのカテゴ

リはルールに則っているため、再現性が確保されている。 
ix クラスター分析とは多変量解析の 1 つで、デンドログラム(樹形図)の距離と距離との近さにより、語彙をグループ分けする手法である。 
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